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（出典：Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　Factor　y　Accounts，　p．67）
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返納材料合計額を差し引くと、商業元帳の材料勘定の残高と一致する。さらに、個々の指図書に直接
に跡づけられる諸経費が、素価元帳の借方に小口現金帳などから記入がおこなわれる。この金額は商
業元帳の製造勘定に記入されている額と同額である。したがって、素価元帳の借方は製造に要したす
べての直接費総額を示すことになる。これで、製造関係の直接費要素の集計が完了する。ガーク、フ
ェルズが提示している素価集計システムは図MIの通りである25）。
　この他に、製造作業を遂行していくために工場全体に発生し、それゆえ直接に指図書へ跡づけられ
ない費用種類がある。これが工場間接費、工場共通費、減価償却費である。こうした間接費につい
て、ガーク、フェルズは次のように述べている26）。
　　「製品の製造に直接的に要した賃金、材料費などの合計額とその製品の販売価格との差額は、売
図W素価計算システム
W識。A鞭
含離野i濃無
Buildi㎎s，
Stock
Debit
Notes
（出典：Garcke，　E，＆Fells，　J．　M．　Factory　Accounts，　pp．74－75）
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　上総利益である。これは損益勘定の貸方に集計される。以前まで製造間接費は事務所費などととも
　に、この勘定の借方に記入されるべき項目であると述べられてきた。この方法は、確かに簡単であ
　るという利点を持つ。だが、より効果的な製造間接費処理法は、直接費との比率でもってそれを各
　指図書に配賦することであろう。」
　ゆえに、彼らは製造間接費を事務所費などのように利益から控除すべき費目と考えておらず、その
原価性を主張している。彼らはとくに工場間接費の配賦を次のように例示しているが、工場共通費、
減価償却費については同様の処理をすれぽよいと述べて例示を省いている27）。
　　「もし一年間に支払われた賃金額の合計が£　10，000であり、同様に消費された材料費の合計が
　£6，000であるとし、さらに工場間接費が£800であるとする。工場間接費が支払賃金を基準として
　配賦されるならぽ、個々の指図書へは工場間接費分としてその指図書に集計された賃金の8％が加
　算される。また、工場間接費が賃金および材料費の合計額を基準として配賦されるならぽ、個々の
　指図書へは賃金および材料費の合計額の5％が加算される。」
　このように、彼らは賃金基準、素価基準の配賦法を説明している。だが、材料費を配賦基準のなか
に含めてしまうと、材料の価格変動がゆえに不正確であると指摘し、賃金を基準とした配賦法の利点
を主張している。さらに、賃金基準の配賦法を採用する場合の付帯事項として、労働者の質が均一で
あることを条件としている。例えぽ、熟練労働者と未熟練労働者が同時に作業をおこなう場合、前者
と後者とでは、同じ賃金で後者の方がより長い時間作業に従事することとなる。したがって、未熟練
労働者のほうがより多くの間接費を発生せしめる結果となる。彼らによれば、このような場合には、
支払賃金よりむしろ、労働時間を基準として配賦をおこなうほうが好ましいのである28）。
　こうした彼らの主張から、工場共通費は賃金基準、工場間接費・減価償却費は作業時間基準で配賦
されるべきことを示唆しているように思える。
　これらの間接費を集計するための方法について、ガーク、フェルズは詳述していない。だが、工場
共通費、工場間接費は各種帳簿、証ひょうによって、減価償却費は設備台帳（Plant　Ledger）にょっ
てそれぞれ把握し、これらは素価元帳に一つもしくはそれ以上の記入欄を設けて集計されるべきであ
るとしている。この場合、彼らは素価元帳というより原価元帳という名称を用いるほうがよいと述べ
ている29）。したがって、この原価元帳には賃金、材料費、その他の諸経費および間接費を借方に集計
することになる。
　以上、本章皿では賃金、材料費、その他の諸経費（素価）を集計し、間接費を加算し、原価を計算
していく過程を考察してきた。原価集計過程における諸帳簿間および商業元帳との連関は図皿に示す
通りである30）。
IV．　おわりに
前章では、ガーク、フェルズが「工場会計」において説明していた原価集計手続を瞥見してきた。
まさに、彼らが主張していた内容は、今日の原価計算の文献においても論述されているものである。
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このことは、19世紀後半には現在の工場システムの原型が完成していたことを物語るのではなかろう
か。
　ガーナーは産業革命後に工場システムの経営者が直面した問題を次の5つに整理している31）。
　1）　原材料の充分な供給とそれに関する記録とが、経営者によって望まれた。
　2）従業員に多額の賃金支払をおこなうので、賃金台帳の不正または誤りを少なくするような制度
　　が必要となった。
　3）以前より高価な設備を擁するに至り、その陳腐化のために、減価償却の問題がはるかにもっと
　　重要になった。
　4）激しい競争が一般的になりはじめたので、経営者たちが不況の時期にどの程度まで価格を切り
　　下げることができるか、しかもなおどの程度まで「素価」を回収することができるかを知ること
　　が重要になった。
　5）製品がいくつかの工程間を移動していくのを注視することが必要であり、また原価を期間ごと
　　に比較することが必要になった。
　ガーナーは鋳造工場をモデルに上述の5つの工場システム下で発生した会計問題を列挙したのであ
った。これらの問題は19世紀のすべての工場経営者が共通して直面した問題であったであろう。事
実、ガーク、フェルズの「工場会計」においても、上記5つの問題に対する解答が試みられているの
ではないか。この意味で、ガーナーの指摘は的確なものであると言える。
　さて、冒頭において若干触れたが、パタスバイの著作との比較で、ガーク、フェルズの「工場会
計」の特微を考察してみたい。
　まず、原価帳簿と商業帳簿との関連性についてであるが、「工場会計」にはこの2つの帳簿の間に
勘定上の連絡が論じられている。だが、バタスバイの著作においては、期間損益計算に用いる帳簿
（商業帳簿）と原価計算に用いる帳簿との間には直接的な関連性は存在していなかった。
　ガーク、フェルズの会計システムでは、原価帳簿における原価集計手続が、商業帳簿上においても
反映されている。そして、原価集計の進行に伴って、商業帳簿において原価要素勘定から製造勘定
へ、製造勘定から製品勘定へと振替えが進められ製品原価が集計されていく32）。こうした二帳簿間を
統合する理由として、彼らは商業会計と工業会計とが相互補完的に機能しなけれぽ、信頼に足る会計
システムは構築できないことを挙げている33）。このような主張は、ガーク、フェルズ以前の会計文献
では決して看取することができなかった先進的な側面である。
　次に、間接費の処理に関連してであるが、この問題は大規模機械を使用することに付随して発生す
る。大規模機械は、ひとたび故障したり、使用不能になると工場運営上大問題となる。したがって、
日頃から機械が使用により磨滅していくという思考（減価）と機械の価値は生産によって製品へ移転
していくという思考（価値移転）に基づいて、機械に関する諸費用の会計処理がおこなわれなけれぽ
ならない34）。ゆえに、減価と価値移転という思考が会計のなかに組入れられ、間接費の処理がおこな
われなければならない。
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　間接費処理の記述については、ガーク、フェルズよりはるかにバタスバイのほうが詳細に説明して
いる。このことから、間接費処理についてはバタスバイのほうが明確であったと批評されがちであ
る。しかし、ガーク、フェルズは「工場会計」の第6章において固定資本（Fixed　Capital）という
題名でそれに関するさまざまな問題を論じている35）。したがって、そうした批判は的確であるとは言
えない。考えられる要素としてはガーク、フェルズの対象とした工場は労働集約的な性格が強く、さ
ほど機械への依存度が高くなかったことが挙げられる。それで、間接費処理を重要視しなかったのか
もしれない。
　最後に、原価概念についてであるが、バタスバイとガーク、フェルズを比較してみた時、後者のほ
うがより明確であった。例えぽ、バタスバイは素価を「純素価」と「総素価」’という二様の意味で用
いていたが、ガーク、フェルズは素価を「すべての直接費要素である36）」と定義している。また、バ
タスバイの原価概念では製造に直接にかかわった間接費を直接費と呼んでおり、今日の概念と照らし
合わせると齪賠を生ずる。この点、ガLク、フェルズの原価概念は極めて簡明である。また、彼らの
原価概念には変動的な原価と固定的な原価との区別がある。彼らによれぽ、事務所費、資本利子が固
定的な原価要素に相当する。さらに、彼らはこうした原価要素が企業の営業量には何ら関連性をもた
ないという理由で原価性を認めていない。これは今日の直接原価計算の思考と同一視される。しか
し、彼らの原価分類の基準はあくまでも製品とくに製造に直接的にかかわり合いがあるか否かであ
る。そして、事務所費や資本利子は製造にかかわり合いがなく、さらに固定的であるので原価性を認
めていないのである。このことから、ガーク、フェルズの思考を直接原価計算思考と同一視すること
には少々無理があるのではないだろうか。
　以上、本考察から導出できるガーク、フェルズの「工場会計」の特徴は次の諸点に要約できる。
　1）彼らの論じている帳簿組織はきわめて機能的であり、今日のそれにかなり近い。
　2）　期間損益計算と原価計算を有機的に統合することを論じている。
　3＞原価概念のなかに直接費、間接費という区分に付随して、変動的か固定的かという区分も不完
　　全ながら論じている。
　ガーク、フェルズの著作には、以前まで見ることができなかった上述のような特徴が認められる。
だが、当時（19世紀後半）この著作の評価はあまり高くはなかった。例えば、エドワーズ（R．S．
Edwards）は次のようにアカウンタント誌（The　Accountant）の書評を紹介している37）。
　　「この著作は実践的というよりむしろ、理論的であり、経済学的な著作としての性格が強く学問
　的かつ複雑である。」
　こうした批判の理由として、当時の工場の多くが「工場会計」において論じられているような進ん
だシステムを受入れる能力がなかったことが挙げられる。さらには、彼らが工場の会計システムを説
明していく際に数値例をほとんど用いていないこともその一因であろう。ともあれ、私たちがガー
ク、フェルズの主張のいくつかを鑑みるとき、「工場会計」はバタスバイの著作に見られた商人簿記
の伝統を払拭した「近代原価計算制度のあけぼの」と称すべき著作である。
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注1）　ソロモソズはこの時期（1880’s～1890’s）をコスティソグ・ルネッサンスと呼び、．原価計算に関する文
　　献が多く著わされた時期であると述べている。
　　　Solomons，　D．，“The　Historical　Development　of　Costing”in　Solomons　ed．，　Stttdies　in　Costing，
　　Sweet《島Maxwell　Ltd．，1952，　p．17．
　2）　本年表はおもに次の著書に依拠し作成した。
　　　Parker，　R．　H．，　Mana8ement　Accounting　：．4n　Historical　1）erspective，　Macmillan，1969，　pp．127－
　　163．
　　　佐藤孝一著『会計年表』　中央経済社　昭和44年、13頁一32頁。
　　　なお、1600～1830’sの会計文献年表は拙稿「イギリスにおける初期の原価計算文献研究」『明治大学大
　　学院紀要』第22集（6）1986、16頁を参照のこと。
　3）　この条例は監査人による監査を義務づけ、監査人の署名を要求するものである。佐藤孝一著『前掲書』
　　20頁。
　4）　Garner，　P．，　Evolution（Of　Cost．Accounting　to　1925，　The　University　of　Alabama　Press．1954，　p．27．
　　　品田誠平、米田清貴、園田平三郎、敷田礼二共訳『原価計算の発展一1925年まで』一粒社　昭和31年、
　　48頁。
　5）拙稿「トマス・・ミタスバイの会計思考」『経営論集』明治大学経営学部　第33巻第3号、昭和61年2月
　　89頁一114頁を参照のこと。
　6）　Littleton，　A．　C．，　Accounting　Evolution　to　1900，　Russell＆Russel1，1966，　p．340．
　　　片野一郎訳『リトルトン会計発達史』　同文舘　昭和54年、463頁。
　7）　Solomons，　D．，　op．　cit．，　p．33．
　8）　バベッヂのこの著作はきわめて有名であり、尾崎氏によってもわが国に紹介されている。
　　　尾崎義夫稿「原価計算の必要を論じた最初の文献に就て」『会計』第29巻6号　昭和6年12月。
　9）　Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　FactorンAccounts，　their　princiPles　and　practice，　Crosby　Lockwood　and
　　Co．，1887，　pp．62－63．
　10）　Edwards，　R．　S．，“Some　Note　on　the　Early　Literature　and　Development　of　Cost　Accountlng　m
　　Great　Britain－V”，　The　Accoecntant，4Sep．1937，　p．313，
　11）　Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　op．　cit．，　Preface　p．　v．
　12）　Battersby，　T．，　The　Prefect　1）ouble　Entry　Booん一舵θ1）〃（abridged），　and　The　Perfect　Prime　Cost　and
　　Profit　1）emonstrator（on　the　l）ePartmental　System），　for　Iron　and　BraSS　Founders，　Machinists・
　　Engineere，　ShiPbteilders，　Manufacturers＆C．，　Manchester，1878．
　13）例えば、Cost　of　Production（生産原価）を狭義に用いたり、広i義に用いたりしている。図1はおもに
　　Gracke，　E．＆Fells，　J．　M．，　op．　cit．，　pp．16－75を参考に作成した。
　14）　拙稿「トマス・パタスパイの会計思考」107頁の図Kを参照のこと。
　15）　Garcke，　E．＆Fells，　J．　M，，　op．　cit．，　p．74．
　16）　Ibid．，　pp．16－44．
　17）　Ibid．，　p．37．　Specimen　No．14より。
　18）Ibid．，　pp．44－45，　Diagram　I．一部修正のうえ転載。
　19）　Ibid．，　p．45．
　20）　Ibid．，　pp．45－59．
　21）　Ibid．，　p．50．　Specimen　No．26より。
　22）　Ibid．，　pp．58－59，　Diagram　II．
　23）　Garner，　P．，　op．　cit．，　p．94．
　24）　Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　op．　cit．，　p．67，　Specimen　No．34より。
　25）　Ibid．，　pp．74－75，　Diagram　III．
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図～皿はガーク、フェルズの素価集計手続の論述を参考に作成した。
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Garner，　P．，　op．　cit．，　pp，28－29．
ガーク、フェルズが用いている製造勘定は、パタスパイが用いているような混合勘定ではなく、近代的
な意味での仕掛品勘定であった。
Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　op．　cit．，　p．217．
拙稿「トマス・バタスパイの会計思考」93頁および図M（103頁）を参照のこと。
Garcke，　E．＆Fells，　J．　M．，　op．　cit．，　Preface　pp．　v－vi．
大河内暁男著『産業革命期経営史研究』　岩波書店　昭和53年、220頁一263頁。
Garcke，　E．＆Fe11s，　J．　M．，　op．　cit．，　pp．95－118．
Ibid．，　p．218．
Edwards，　R．　S．，　op．　cit．，　pp．315－316．
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